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表紙

（ 2021年４月 1 日から
2022年３月31日まで ）

株式会社 大 東 銀 行
「株主資本等変動計算書」「個別注記表」及び「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」に
つきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、当行ホームページに掲載することによ
り、株主の皆さまに提供しております。
(https://www.daitobank.co.jp/investor/stocks/stocks03.html)

第117期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

株主資本等変動計算書
個別注記表

連結株主資本等変動計算書
連結注記表
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株主資本等変動計算書

第117期 （2021年４月 1 日から
2022年３月31日まで）株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

当期首残高 14,743 1,294 1,294 793

当期変動額

利益準備金の積立 76

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － 76

当期末残高 14,743 1,294 1,294 869

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 14,900 5,102 20,796 △49 36,785

当期変動額

利益準備金の積立 △76 －

剰余金の配当 △380 △380 △380

当期純利益 1,153 1,153 1,153

自己株式の取得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 111 111 111

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 809 885 △0 885

当期末残高 14,900 5,912 21,681 △49 37,670

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △94 1,862 1,767 38,552

当期変動額

利益準備金の積立

剰余金の配当 △380

当期純利益 1,153

自己株式の取得 △0

土地再評価差額金の取崩 111

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △1,909 △111 △2,021 △2,021

当期変動額合計 △1,909 △111 △2,021 △1,136

当期末残高 △2,004 1,750 △254 37,416

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券に
ついては時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動
平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用
しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　８年～50年
その他　　３年～20年

（2）無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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個別注記表

６．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係
る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権について
は、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者
に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去
の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定し
ております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署か
ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額
及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は6,428百万円であります。

（2）賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっておりま
す。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定
額法により費用処理

数理計算上の差異 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

（4）睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの将来の払戻請求に
備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。
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個別注記表

（5）偶発損失引当金
　偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度負担金の支払いに備えるため、過去の実
績に基づき、将来の支払見込額を計上しております。

７．収益及び費用の計上基準
当行の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サービスに

係る役務の提供であります。主に約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

８．消費税等の会計処理
固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

９．証券投資信託の期中収益分配金等の会計処理
証券投資信託の期中収益分配金等（解約・償還時の為替差損益を含む）については、有価証券利息

配当金に計上しております。ただし、証券投資信託の期中収益分配金等が全体で損失となる場合は、
その金額を国債等債券償還損に計上しております。

会計方針の変更
　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し
た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしま
した。当該会計基準等の適用が計算書類に与える影響は軽微であります。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに
従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしまし
た。なお、当該会計基準等の適用が計算書類に与える影響はありません。

重要な会計上の見積り
貸倒引当金の計上
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

2,527百万円
（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「6．引当金の計上基準（1）貸倒引当金」に記載しております。
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個別注記表

②　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
主要な仮定は、債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し、新型コロナウイルス感

染症の影響であります。
債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通しは、資産査定において、債務者の実態の

財務状況、資金繰り、収益力、経営改善計画等の合理性・実現可能性及びその進捗状況等を総合
的に勘案して将来の業績見通しを行い、返済能力を判定しております。

新型コロナウイルス感染症については、当年度末時点でも収束には至っておらず、かつ変異株
の影響等により感染の拡大は当面続くものの、ワクチン接種の効果などから重症化率は低下する
など、徐々に収束に向かうものと予想しております。

また、新型コロナウイルス感染症の経済への影響も一定程度続くものと思われますが、徐々に
回復に向かうものと想定しております。

当行の貸出金等の信用リスクにも、一定程度の影響があるものと認識しておりますが、政府に
よる緊急経済対策に基づく資金繰り支援や、当行の主たる営業基盤である福島県の経済状況等を
考慮すれば、その影響は限定的で、多額の損失が発生する事態には至らないとの仮定を置いてお
ります。

ただし、一部の債務者については、足許の業況悪化を踏まえ債務者区分を判定するとともに、
新型コロナウイルス感染症による影響が大きいと想定される特定の債務者については、その影響
を個別に勘案しております。

③　翌事業年度の計算書類に与える影響
債務者区分の評価の基礎となる債務者の返済状況、財務内容、業績及びこれらの将来見通し等

は不確実性を有しており、新型コロナウイルス感染症及び今後の経済情勢の変化により債権の回
収可能性に影響を及ぼす可能性があります。このため、予測困難な事象の発生等による前提条件
の変化等により、見積りが変動する可能性があり、その結果、翌事業年度の計算書類において認
識する貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 3,040百万円
危険債権額 13,163百万円
三月以上延滞債権額 19百万円
貸出条件緩和債権額 1,895百万円
合計額 18,118百万円

貸借対照表に関する注記
１．関係会社の株式総額496百万円
２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。

なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部
について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３
項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払
承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその
有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て
等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

　　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契
約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権に該当しないものであります。

　　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金
で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

　　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生
債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。

（表示方法の変更）
　「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日内閣府令第３号）が2022年３

月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のた
めの緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております
が、その額面金額は507百万円であります。

8



2022/05/25 13:30:05 / 21825879_株式会社大東銀行_招集通知：Web開示

個別注記表

有価証券 119,882百万円
その他資産 5,005百万円
現金預け金 4百万円

預金 794百万円
借用金 114,000百万円

４．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

担保資産に対応する債務

　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他の資産5,000百万円を差し入れております。
　また、その他の資産には、敷金は109百万円及び保証金は30百万円が含まれております。

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け
た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は44,116百万円であります。このう
ち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が40,793百万円あり
ます。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも
のが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の
多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契
約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて
いる行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講
じております。

６．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評
価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と
して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお
ります。

再評価を行った年月日　　1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める
当該事業用土地の近隣の地価公示法（1969年法律第49号）第６条に規定する標準地について同条
の規定により公示された価格、及び第３号に定める当該事業用土地について地方税法（1950年法
律第226号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳に登録されてい
る価格に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算
出。
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資金運用取引に係る収益総額 9百万円
役務取引等に係る収益総額 10百万円
その他の取引に係る収益総額 4百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
役務取引等に係る費用総額 29百万円
その他の取引に係る費用総額 8百万円

場所 主な用途 種類 減損損失
（百万円）

福島県内 営業用資産等 土地・建物等 355

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の合計額が当
該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額3,906百万円

７．有形固定資産の減価償却累計額11,013百万円
８．有形固定資産の圧縮記帳額1,159百万円
９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る当行の保証債務の額は1,854百万円であります。
10．関係会社に対する金銭債権総額1,050百万円
11．関係会社に対する金銭債務総額720百万円
12．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

　剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかか
わらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利
益準備金として計上しております。
　当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は76百万円であります。

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引による収益

２．当事業年度において、使用の中止又は営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下により、投
資額の回収が見込めなくなった以下の資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

営業用資産については、営業店単位をグルーピングの単位として取り扱っております。
また、遊休資産等については、各々独立した単位として取り扱っております。
なお、回収可能価額は、正味売却価額により算定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価額から

処分費用見込額を控除した価額等に基づき算定しております。
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会社等の
名称 所在地

資本金
又は

出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

関係会社 株式会社
大東リース

福島県
郡山市 380 リース事業

信用保証事業
所有
直接
85.30％

当行住宅ロー
ン等の債務保
証

貸出金の
被保証 ― ― 2,887

当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数 摘　要

自己株式
普通株式 29 0 － 29 （注）

貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式 496

３．関連当事者との取引は以下のとおりであります。
関係会社等

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

（注）自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

有価証券に関する注記
　貸借対照表の「有価証券」勘定以外で表示されているものはありません。

１．子会社・子法人等株式（2022年３月31日現在）
市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

11
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種　類 貸借対照表
計　上　額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差　額
（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の

株　式 1,400 965 435
債　券 74,477 73,870 606

国　債 19,959 19,771 187
地方債 8,980 8,904 75
社　債 45,537 45,194 343

その他 8,904 8,355 549
小　計 84,782 83,190 1,591

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの

株　式 1,328 1,684 △355
債　券 65,316 66,775 △1,458

国　債 32,697 33,904 △1,206
地方債 2,215 2,232 △16
社　債 30,403 30,638 △235

その他 25,345 26,676 △1,330
小　計 91,990 95,135 △3,145

合　計 176,773 178,326 △1,553

貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 582
組合出資金 19

２．その他有価証券（2022年３月31日現在）

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2019年７
月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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売　却　額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株　式 866 46 199
債　券 1,495 4 0

国　債 808 3 －
社　債 686 0 0

その他 10,815 53 905
合　計 13,176 104 1,105

３．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

４．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く。）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認
められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。

当事業年度における減損処理額は、８百万円（うち株式８百万円）であります。
なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄の有価証券について事業年度

末日における時価が取得原価に比べて50%以上下落した場合、また、下落率が30%以上50%未満の銘
柄については、発行会社の業績の推移などを考慮の上、時価の回復可能性がないと判断された場合であ
ります。
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繰延税金資産
貸倒引当金 952百万円
退職給付引当金 339
減価償却費 80
有価証券償却 188
その他 1,475

繰延税金資産小計 3,036
評価性引当額 △1,934
繰延税金資産合計 1,102
繰延税金負債

前払年金費用 132
その他有価証券評価差額金 451

繰延税金負債合計 583
繰延税金資産の純額 518百万円

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たりの純資産額2,952円76銭
１株当たりの当期純利益金額91円06銭
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連結株主資本等変動計算書 （2021年４月 1 日から
2022年３月31日まで）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 14,743 1,294 21,970 △49 37,959
当期変動額

剰余金の配当 △380 △380
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,201 1,201

自己株式の取得 △0 △0
土地再評価差額金
の取崩 111 111

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 － － 933 △0 932

当期末残高 14,743 1,294 22,903 △49 38,892

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差　額　金

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 17 1,862 72 1,953 848 40,760
当期変動額

剰余金の配当 △380
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,201

自己株式の取得 △0
土地再評価差額金
の取崩 111

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △1,939 △111 △17 △2,069 9 △2,059

当期変動額合計 △1,939 △111 △17 △2,069 9 △1,126
当期末残高 △1,921 1,750 54 △116 858 39,634

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

　子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づい
ております。
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等　　　２社

株式会社大東クレジットサービス
株式会社大東リース

（2）非連結の子会社及び子法人等
　該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

　該当ありません。
（2）持分法適用の関連法人等

　該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

　該当ありません。
（4）持分法非適用の関連法人等

　該当ありません。
３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項

　連結される子会社及び子法人等の決算日と連結決算日は一致しております。
４．開示対象特別目的会社に関する事項

　該当ありません。
５．会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
（2）有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、た
だし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
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（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4）固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採
用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　８年～50年
その他　　３年～20年

②　無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却し
ております。

（5）貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係
る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権について
は、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にな
いが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に
係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去
の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定し
ております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署か
ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額
及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は6,428百万円であります。
　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案
して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額をそれぞれ計上しております。
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（6）賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（7）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの将来の払戻請求に
備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。

（8）偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、信用保証協会に対する責任共有制度負担金の支払いに備えるため、過去の実
績に基づき、将来の支払見込額を計上しております。

（9）退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処
理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用　　：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定
額法により費用処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理

　なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。

（10）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
　なお、連結される子会社及び子法人等は、外貨建資産・負債を保有しておりません。

（11）重要な収益及び費用の計上基準
①　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サービスに係

る役務の提供であります。主に約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

②　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時に売上高と
売上原価を計上する方法によっております。

（12）証券投資信託の期中収益分配金等の会計処理
　証券投資信託の期中収益分配金等（解約・償還時の為替差損益を含む）については、有価証券利
息配当金に計上しております。ただし、証券投資信託の期中収益分配金等が全体で損失となる場合
は、その金額を国債等債券償還損に計上しております。
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会計方針の変更
　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移
転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといた
しました。当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響は軽微であります。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　以下「時価算定会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品
に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱
いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしま
した。なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響はありません。

重要な会計上の見積り
　貸倒引当金の計上
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

2,818百万円
（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「５．会計方針に関する事項（５）貸倒引当金の計上基準」に記載

しております。
②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

主要な仮定は、債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し、新型コロナウイルス感
染症の影響であります。

債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通しは、資産査定において、債務者の実態の
財務状況、資金繰り、収益力、経営改善計画等の合理性・実現可能性及びその進捗状況等を総合
的に勘案して将来の業績見通しを行い、返済能力を判定しております。

新型コロナウイルス感染症については、当年度末時点でも収束には至っておらず、かつ変異株
の影響等により感染の拡大は当面続くものの、ワクチン接種の効果などから重症化率は低下する
など、徐々に収束に向かうものと予想しております。

また、新型コロナウイルス感染症の経済への影響も一定程度続くものと思われますが、徐々に
回復に向かうものと想定しております。

当行の貸出金等の信用リスクにも、一定程度の影響があるものと認識しておりますが、政府に
よる緊急経済対策に基づく資金繰り支援や、当行の主たる営業基盤である福島県の経済状況等を
考慮すれば、その影響は限定的で、多額の損失が発生する事態には至らないとの仮定を置いてお
ります。
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破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 3,140百万円
危険債権額 13,182百万円
三月以上延滞債権額 19百万円
貸出条件緩和債権額 1,895百万円
合計額 18,237百万円

ただし、一部の債務者については、足許の業況悪化を踏まえ債務者区分を判定するとともに、
新型コロナウイルス感染症による影響が大きいと想定される特定の債務者については、その影響
を個別に勘案しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
債務者区分の評価の基礎となる債務者の返済状況、財務内容、業績及びこれらの将来見通し等

は不確実性を有しており、新型コロナウイルス感染症及び今後の経済情勢の変化により債権の回
収可能性に影響を及ぼす可能性があります。このため、予測困難な事象の発生等による前提条件
の変化等により、見積りが変動する可能性があり、その結果、翌連結会計年度の連結計算書類に
おいて認識する貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。

注記事項
連結貸借対照表に関する注記

１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。
なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は
一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条
第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに
支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合の
その有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。

　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て
等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

　　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契
約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権に該当しないものであります。

　　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金
で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

　　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生
債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
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有価証券 119,882百万円
その他資産 5,005百万円
現金預け金 4百万円

預金 794百万円
借用金 114,000百万円

（表示方法の変更）
　「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年１月24日内閣府令第３号）が2022年３

月31日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のた
めの緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。

２．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております
が、その額面金額は507百万円であります。

３．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

担保資産に対応する債務

　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、その他資産5,000百万円を差し入れております。
　また、その他資産には、敷金は109百万円及び保証金は31百万円が含まれております。

４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け
た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は47,461百万円であります。このう
ち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が44,138百万円あり
ます。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも
のが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与える
ものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申込みを受けた融資の拒絶又は契約
極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ
て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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場所 主な用途 種類 減損損失
（百万円）

福島県内 営業用資産等 土地・建物等 355

5．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の
再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負
債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上
しております。

再評価を行った年月日　　1998年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める
当該事業用土地の近隣の地価公示法（1969年法律第49号）第６条に規定する標準地について同条
の規定により公示された価格、及び第３号に定める当該事業用土地について地方税法（1950年法
律第226号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳に登録されてい
る価格に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算
出。
　同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の合計額
が当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額3,906百万円

６．有形固定資産の減価償却累計額11,081百万円
７．有形固定資産の圧縮記帳額1,159百万円
８．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は1,854百万円であります。

連結損益計算書に関する注記
１．「その他の経常費用」には、貸出金償却132百万円、株式等売却損199百万円及び株式等償却10

百万円を含んでおります。
２．当連結会計年度において、使用の中止又は営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下によ

り、投資額の回収が見込めなくなった以下の資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

営業用資産については、営業店単位をグルーピングの単位として取り扱っております。
また、遊休資産等については、各々独立した単位として取り扱っております。
なお、回収可能価額は、正味売却価額により算定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価額から

処分費用見込額を控除した価額等に基づき算定しております。
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当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数 摘　要

発行済株式
普通株式 12,701 － － 12,701

自己株式
普通株式 29 0 － 29  （注）

（決議） 株 式 の
種 類

配当金の
総　　額

１株当たり
配 当 額 基準日 効力発生日

2021年
６月25日
定時株主総会

普通株式 380百万円 30円00銭 2021年
３月31日

2021年
６月28日

（決議予定） 株 式 の
種 類

配当金の
総 額

配 当 の
原 資

１株当たり
配　当　額 基準日 効　力

発生日
2022年
６月24日
定時株主総会

普通株式 380百万円 利益剰余金 30円00銭 2022年
３月31日

2022年
６月27日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

（注）自己株式の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
２．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後とな
るもの
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当行グループは、預金業務、貸出業務及び有価証券運用を中心とした銀行業を中心にクレジット
カード事業、リース事業及び信用保証事業等の金融サービスに係る事業を行っております。
　これらの事業を行うため、市場の状況や長短のバランスを調整して、預金等による資金調達、及
び貸出等の与信業務、有価証券投資等による資産運用を行っております。このように、主として金
利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動による不利な影響が生じないよう
に、当行では、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行っております。
　また、当行では、為替リスクを回避するため為替予約取引を利用しております。これは、すべて
リスクヘッジを目的としたデリバティブ取引であり、投機目的での積極的利用は行っておりませ
ん。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。連結決算日現在における貸
出金は、主として国内の中小企業取引先及び個人に対するものであり、国内を巡る経済環境等の状
況の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。また、有価証券は、
主に株式、債券、投資信託であり、その他保有目的（純投資目的、政策投資目的）で保有しており
ます。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒
されております。
　金融負債は、主に普通預金及び固定金利による定期預金を中心とする預金調達であり、資金調達
に係る流動性リスクに晒されております。資産・負債には、金利の長短ミスマッチがあり、金利リ
スクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理

　当行グループは、当行の信用リスクに関する管理諸規程及び融資・管理業務に関する諸規程に
従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証
や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。これら
の与信管理は、各営業店のほか審査部により行われ、また、定期的に経営陣による常務会や取締
役会を開催し、審議・報告を行っております。有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ
取引のカウンターパーティーリスクに関しては、証券国際部において、信用情報や時価の把握を
定期的に行うことで管理しております。

②　市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理

　当行グループは、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。ALM及びリスク管
理に関する諸規程等において、リスク管理方法や手続等を明記しており、これら諸規程に基づ
き、リスク管理委員会及び取締役会において、リスク等の状況の把握・確認、今後の対応等の
協議を行っております。
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（ⅱ）為替リスクの管理
　外国為替取引には、顧客による外貨預金の預入・払出や貿易外取引及び当行勘定の外貨資金
調達、運用取引等があります。証券国際部では、こうした取引に対し銀行間市場において反対
取引や、先物為替予約取引等を行うことにより、外貨建の金融資産と金融負債のバランスを管
理し、為替リスクをコントロールしております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
　有価証券の保有については、常務会で期毎に有価証券投資に係る基本方針を決定し、投資運
用規程に従いリスク管理を行っております。証券国際部は、基本方針に基づき有価証券の売買
を行うほか、継続的なモニタリングを通じて価格変動リスクの軽減を図っております。
　これらの情報は、リスク管理委員会において定期的に報告されております。

（ⅳ）デリバティブ取引
　デリバティブ取引に関しては、取引の権限、取引の手続等リスク管理上の規程を制定し、取
引の実行及び管理は証券国際部が行っており、毎月月末時点における想定元本、信用リスク、
為替リスク等の状況をリスク管理委員会に報告しております。

（ⅴ）市場リスクに係る定量的情報
　当行において、市場リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」、
「貸出金」、「預金」、「借用金」であります。当行では、これら金融資産及び金融負債につ
いて、バリュー・アット・リスク（VaR）を用いて市場リスク量を把握しており、VaRの算定
にあたっては、分散共分散法（保有期間120日、信頼区間99％）を採用しております。
　2022年３月31日（当期の連結決算日）現在で当行の市場リスク量（損失額の推計値）は、
全体で6,683百万円であります。
　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク
量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕
捉できない場合があります。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　当行は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、市場環境を考慮した長短の調達バラン
スの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、
当該価額が異なることもあります。
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連結貸借対
照表計上額 時　価 差　額

(1) 現金預け金 135,215 135,215 －
(2) 有価証券

その他有価証券 176,970 176,970 －
(3) 貸出金 636,345

貸倒引当金（＊１） △2,580
633,765 641,958 8,193

資産計 945,950 954,143 8,193
(1) 預金 741,258 741,269 11
(2) 譲渡性預金 65,466 65,466 －
(3) 借用金 114,290 114,289 △0
負債計 921,015 921,026 11
デリバティブ取引（＊２）

ヘッジ会計が適用されていないもの (402) (402) －
ヘッジ会計が適用されているもの － － －

デリバティブ取引計 (402) (402) －

２．金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません(注１参照)。また、
外国為替、支払承諾及び支払承諾見返については、連結貸借対照表計上額の重要性が乏しいことから
記載を省略しております。

（単位：百万円）

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、(　)で表示しております。
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区　分 連結貸借対照表計上額
非上場株式(＊１)(＊２) 583
組合出資金(＊３) 19

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預け金 122,227 － － － － －
有価証券(＊１)

その他有価証券のうち満期が
あるもの 10,553 30,711 23,544 11,700 34,296 37,348

貸出金(＊２) 65,643 106,340 93,427 82,819 75,978 159,931
合　計 198,424 137,052 116,971 94,519 110,275 197,279

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預金(＊) 702,307 29,135 9,445 199 157 12
譲渡性預金 65,466 － － － － －
借用金 114,240 50 － － － －

合　計 882,014 29,185 9,445 199 157 12

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の
「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　
2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について２百万円の減損処理を行っております。
（＊３）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　

2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

（＊１）有価証券は、元本についての償還予定額を記載しており、連結貸借対照表価額とは一致いたしません。
（＊２）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの16,301

百万円、期間の定めのないもの35,902百万円は含めておりません。

（注３）預金、譲渡性預金及び借用金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

（＊）要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
その他有価証券 59,746 89,270 1,855 150,871

国債・地方債等 52,656 11,196 － 63,852
社債 － 74,085 1,855 75,940
株式 2,926 － － 2,926
その他 4,163 3,988 － 8,152

資産計 59,746 89,270 1,855 150,871
デリバティブ取引

通貨関連 － （402） － （402）
デリバティブ取引計 － （402） － （402）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ
のレベルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時
価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　当連結会計年度（2022年３月31日）
（単位：百万円）

（＊１）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）第26項
に定める経過措置を適用した投資信託等については、上表には含めておりません。連結貸借対照表におけ
る当該投資信託等の金額は26,098百万円であります。

（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については、（　）で表示しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

現金預け金 － 135,215 － 135,215
貸出金 － － 641,958 641,958

資産計 － 135,215 641,958 777,173
預金 － 741,269 － 741,269
譲渡性預金 － 65,466 － 65,466
借用金 － 114,289 － 114,289

負債計 － 921,026 － 921,026

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

　当連結会計年度（2022年３月31日）
（単位：百万円）

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資  産
現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。満期のある預け金については、元利金の将来キャッシュ・フローに預
け先の信用リスク要因を反映させ、リスクフリーレートで割り引いて時価を算定しておりま
す。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル２の時価に分類してお
ります。

有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１

の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分

類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。
自行保証付私募債は、元利金の将来キャッシュ・フローに信用リスクを反映させ、リスク

フリーレートで割り引いて時価を算定しており、レベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用

状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。固定金利によるものは、元利金の将来キャッシュ・フローに
信用リスク等に基づくリスク要因を反映させて、リスクフリーレートで割り引いて時価を算
定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。仕組貸出金については、割引現在価
値やオプション価格モデル等により時価を算定しております。
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また、破綻先及び実質破綻先に対する債権については、直接減額後の帳簿価額から、担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を貸倒引当金として計
上しております。また、破綻懸念先に対する債権については、債権額から担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的
に判断し必要と認める額を貸倒引当金として計上しております。よって、破綻先、実質破綻
先及び破綻懸念先に対する債権等については、時価は連結決算日における連結貸借対照表上
の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価とし
ております。

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けて
いないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似してい
るものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル３の
時価に分類しております。

負  債
預金及び譲渡性預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみな
しております。また、定期預金及び譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来
のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預
金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
これらについては、レベル２の時価に分類しております。

借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連

結される子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっておらず、時価は帳簿価額と
近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるもの
は、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定され
る利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）の
ものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。こ
れらについては、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引における為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプッ

トを用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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区分 評価技法 重要な観察できない
インプット インプットの範囲 インプットの

加重平均

有価証券

その他有価証券

社債 割引現在価値法 倒産確率 0.417％～
19.045％ 1.541％

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益

購入、
売却、

発行及び
決済の
純額

レベル３の
時価への

振替

レベル３の
時価から

振替
期末
残高

当期の損益
に計上した
額のうち連
結貸借対照
表日におい
て保有する
金融資産及
び金融負債
の評価損益

損益に計上
その他の
包括利益
に計上

有価証券

その他有
価証券

社債 2,012 － 0 △158 － － 1,855 －

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
（１）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2022年３月31日）

（２）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2022年３月31日）

（単位：百万円）
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種　類 連結貸借対照表
計上額

（百万円）
取得原価

（百万円）
差　額

（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株　式 1,594 994 600
債　券 74,477 73,870 606

国　債 19,959 19,771 187
地方債 8,980 8,904 75
社　債 45,537 45,194 343

その他 8,904 8,355 549
小　計 84,976 83,219 1,756

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株　式 1,331 1,688 △357
債　券 65,316 66,775 △1,458

国　債 32,697 33,904 △1,206
地方債 2,215 2,232 △16
社　債 30,403 30,638 △235

その他 25,345 26,676 △1,330
小　計 91,993 95,140 △3,146

合　計 176,970 178,360 △1,390

（３）時価の評価プロセスの説明
当行グループはリスク管理部門において時価の算定に関する手続等を定めており、これに沿っ

て時価を算定しております。算定された時価は、評価部門において、時価の算定に用いられた評
価技法及びインプットの妥当性並びに時価レベルの分類の適切性を検証しております。検証結果
は毎期リスク管理部門に報告され、時価の算定の手続等に関する適切性が確保されております。

時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モ
デルを用いております。

（４）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
社債のうち銀行保証付私募債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは倒産

確率であります。倒産確率は、倒産事象が発生する可能性を示す推定値であり、このインプット
の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。

有価証券に関する注記
　連結貸借対照表の「有価証券」勘定以外で表示されているものはありません。

１．その他有価証券（2022年３月31日現在）
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連結注記表

売　却　額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株　式 866 46 199
債　券 1,495 4 0

国　債 808 3 －
社　債 686 0 0

その他 10,815 53 905
合　計 13,176 104 1,105

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日　至 2022年３月31日）

３．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く。）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認
められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連
結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。

当連結会計年度における減損処理額は、８百万円（うち株式８百万円）であります。
なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、個々の銘柄の有価証券について連結会計

年度末日における時価が取得原価に比べて50%以上下落した場合、また、下落率が30%以上50%未満
の銘柄については、発行会社の業績の推移などを考慮の上、時価の回復可能性がないと判断された場合
であります。
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連結注記表

報告セグメント その他 合計銀行業務 リース業務 計
役務取引等収益 3,111 － 3,111 255 3,366

うち為替業務 615 － 615 － 615
うち投信窓販業務 971 － 971 － 971
うち保険窓販業務 415 － 415 － 415
うちその他 1,108 － 1,108 255 1,363

顧客との契約から生じる経常収益 3,111 － 3,111 255 3,366
上記以外の経常収益 8,600 887 9,487 33 9,521
外部顧客に対する経常収益 11,711 887 12,599 288 12,887

収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を分解した情報（2022年３月31日）

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード事
業、信用保証業であります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たりの純資産額3,060円08銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額94円81銭
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